







































表 2 -1. コンビュータ設置状況（平成 3 年度，小・中・高等学校）
学校数 コンピュータを 設置率 コンピュータの 平均設置設置する学校数 設置台数 ぷ口品、 数
校 校 % i口a、 4口a、
小学校 24 267 12,188 50.2 46,068 3.8 
中学校 10,551 9,087 86.1 116,674 12.8 
高等学校 4,167 4 144 99.4 168,441 40.6 
Z口b、 計 38,985 25,419 65.2 331, 183 13.0 
（注（ 2 -2) 2 ）の参考文献より引用）
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（注（ 2 -2) 2 ）の参考文献より引用）









（注（ 2 -2) 2 ）の参考文献より引用）
図 2-2. コンビュータ設置台数の推移（小・中・高等学校）
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文部省が行った公立校における情報教育の実態調査結果（2-2 ）によれば， 「コ
ンピュータ設置状況」 （表 2 - 1 ）から平成 3 年度のコンピュータの普及率を
みると，小学校で50% を越え，中学校では86%，高等学校は100% に近い数字が
出ている。 「コンビュータ設置率の推移」 （図 2 - 1 ）をみると，高等学校に
おいては，昭和63年度から 100% に近い数字が出ているが，小・中学校ではこの
数年間に急激な伸びを示している。これは平成 4 年度から中学校で「情報基礎J
が始まることに関係していると考えられる D また 中学校におけるコンピュー
タの設置台数（図 2 -2 ）は，平成 3 年度で116,674台という数字がでており，




4 年度 3 月現在で小学校が約90人，中学校が約40人，高等学校で約30人という
数字になる。 ヒの調査（表 2 - 1 ）の時点は，中学校での新指導要領実施の













- 4 (136) -





























































































- 7 (139 ）一
別情報教育プログラム向きの内容にしている。つまり これらの科目に公式カ
リキユラムと「特別情報教育フ。ログラム」と架橋する役割を担わせているので






ラムを考える上で参考となる点が多々ある。（ 2 -12) 
(3）本学における情報処理教育の概要
本学部での情報処理教育は，新教育課程の施行以前は 3 年次の「プログラミ
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また，演習における指導者は，教養科目の「情報処理J については，教官 1




本学部卒業生の業種別就職状況を過去 5 年間（昭和62～平成 3 年度）につい
てみると，（ 3 1) 「コンピュータ・ O A，情報処理サービス業（23.7% ）」，
「金融・保険業（21.6%) J ' 「建設，製造業（ 17.6% ）」， 「教育・公務員
(13.5% ）」， 「卸売・小売業 (10.2% ）」の 5 業種で全体の 8 割以上を占める
（図 3 - 1 ）。卒業年度別に就職状況をみると（図 3 -2) ' 「コンピュータ・
0 A，情報処理サービス業」への就職率は，昭和62年度では12.9% と業種別で
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図 3-1. 業種別就職状況（昭和62～平成 3 年度）
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［幻
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今回（平成 4 年11月 15 日から同年12月 15 日）実施したアンケートの調査対象
は昭和62年度から平成 3 年度の本学部卒業生のほぼ全員である（対象者数： 1,640
人）。標本抽出方法および調査方法は，調査対象者すべてに往復ハガキでアン
ケート票を往信し，返信のあったものを標本とする方法を採った（標本数（有














卒業年度 卒業者数 有効回答数 有効回答率
人 % 
昭和 62 250 69 2 7 .6 
昭和 63 258 54 2 0 .9 
平成元 324 77 2 3 .8 
平成 2 429 89 2 0 .7 
平成 3 379 95 2 5 .1 
































営業 調査 経理 人事 研究企画 教育 開発
22 4 7 2 。
15 2 3 2 。
16 4 7 7 3 
28 9 4 3 4 
29 5 8 3 7 
110 24 29 17 14 

















卒業生が従事する業務を卒業年度別にみる（表 3-2 ，図 3 - 3 ）と，昭和
62年度卒において約 1 割以上を占めるのは「総務」， 「営業」， 「経理」で，
昭和63年度以降は「情報処理」が加わり（反対に「経理」が 1 割以下に，また
「総務J が減少してきている），平成 2 年度卒では「調査・企画」も 1 割以上を
占めるに至っている。
次に，業務別コンピュータ使用目的を， 「情報処理J , 「調査・企画J , 
「総務J , 「経理」， 「営業」の五業務で比較してみる（表 3 -3 ）。 「データ
入力」と「事務処理」では，どの業務においてもコンピュータがよく利用され
ており，具体的な目的では， 「会計・経理ソフト」の利用が経理業務で 7 割以
上と高く，また調査・企画，総務においても 2 ～ 3 割となっている。また「デー
タ解析」は，どの業務においても使用率が高く， 「会計・経理ソフト」と共に
これら五業務の共通の使用方法と言える。一方 「ソフトウェア開発J , 「プ
ログラミングJ , 「システム分析」については，情報処理業務において， これ
表 3 一 3. コンピュータ使用目的（複数回答）
表中の数字は（回答総数／標本数）× 100, ( ）内は度数
h；ぎて 情報処理 調査・企画 I~会巳、 務 経 理 営 業
データ入力 37.1(23) 70.8(17) 55.7(49) 69.0(20) 48.2(53) 
事務処理 38.7(24) 87.5(21) 81.8(72) 82.8(24) 66.4(73) 
プレゼンテーション 6.5( 4) 4.2( 1) 3.4( 3) 0.0( 0) 6.4( 7) 
会計・経理ソフト 17.7(11) 20.8( 5) 30.7(27) 75.9(22) 5.5( 6) 
データ解析 17. 7(11) 20.8( 5) 9.1( 8) 17.2( 5) 22.7(25) 
科学技術計算 0.0( 0) 0.0( 0) 1.1( 1) 3.4( 1) 0.9( 1) 
システム分析 41.9(26) 8.3( 2) 6.8( 6) 3.4( 1) 1.8( 2) 
ソフトウェア開発 62.9(39) 0.0( 0) 4.5( 4) 0.0( 0) 0.9( 1) 




情報処理 調査・企画 n。：；也、、 務 経 理 丹邑ι 業
受けていない 3 12 28 10 51 
1 週間以内 3 5 36 15 49 
1 カ月以内 7 5 6 3 7 
1 カ月以上 49 2 8 1 3 
4. 8 4.8 
情報処理
総務



















3-4 ，図 3 -4 ）。情報処理業務以外は「受けていない」が約 4 割と高い値
を示し，受けているとしても，総務，経理，営業は「 1 週間以内」に 4 ～ 5 割
と集中している。本学部で、行っている情報処理関係の演習経験 から，この








とした割合を見てみる（表 3-5 ，図 3 -5 ）。営業以外の業務では， 6 割以
上の人が「はい」と回答し，営業においても約半数が「はい」としている。で




と（表 3-7 ，図 3 -6 ），どの項目をみても増加すると予想しており，特に
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表 3-6. 情報化計画との関わり［将来］ （複数回答）
表中の数字は（回答総数／標本数）× 100, ( ）内は度数
下きそ 情報処理 調査・企画
関わる予定なし 1.6( 1) 25.5( 6) 
コンピュータ教育 24.2(15) 20.8( 5) 
プログラミング 56.5(35) 12.5( 3) 
システム分析・設計 74.2(46) 25.0( 6) 
マニュアル作成 45.2(28) 29.2( 7) 
ソフトウェア開発 61.3(38) 4.2( 1) 









みる（表 3 -8 ）。 「コンピュータの
使用目的」で比較的高い率を示してい
た「会計・経理ソフト」と「データ解
務 経 理 戸邑比 業
42.0(37) 37 .9(11) 52.7(58) 
9.1( 8) 10.3( 3) 10.9(12) 
20.5(18) 20. 7( 6) 9.1(10) 
34.1(30) 34.5(10) 17.3(19) 
21.6(19) 24.1 ( 7) 21.8(24) 
11.4(10) 20.7( 6) 3.6( 4) 





関わっていない 213 136 
関わる予定なし
コンピュータ教育 39 59 
プログラミング 80 82 
システム分析・設計 66 132 
マニュアル作成 70 108 
ソフトウェア開発 66 76 
そ の 他 27 39 





理業務以外は 1 割以下であった「プログラミング」 （表 3 - 3 ）は，情報処理
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内容












表 3 ー 8. 学部教育に期待する内容（複数回数）
表中の数字は（回答総数／標本数）× 100, ( ）内は度数
匝と 情報処理 調査・企画 ：， 必也、 務 経 理 戸邑l4 業
プレゼンテーション 9. 7( 6) 8.3( 2) 3.4( 3) 17.2( 5) 13.6(15) 
ビジネスゲーム 12.9( 8) 8.3( 2) 5.7( 5) 10.3( 3) 8.2( 9) 
会計・経理ソフト 30.6(19) 45.8( 11) 50.0(44) 44.8(13) 40.0(44) 
データ解析 25.8( 16) 29.2( 7) 31.8( 28) 34.5(10) 32. 7(36) 
科学技術計算 6.5( 4) 8.3( 2) 3.4( 3) 0.0( 0) 3.6( 4) 
システム分析 32.3(20) 20.8( 5) 34.1(30) 34.5(10) 19.1(21) 
ソフトウェア開発 30.6( 19) 16.7( 4) 13.6(12) 17.2( 5) 9.1(10) 
プログラミング 54.8(34) 33.3( 8) 38.6(34) 51. 7(15) 31.8(35) 
-18 ( 150) -














































ステムとしての CA I の活用を促進する必要がある。この C A I の活用は，学
生聞の初期能力の差や学習進度の差を補つ役割も果たすと考える。
さらに各コースは，主題の知識と理解について基礎的な成果目標を達成させ
るため，厳密なやり方で設計する。 これは，実践的演習へのCA I システム
の導入が容易になることにもつながるであろう。




























11-14，ぎょうせい， 1990. 6. 
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(1-2) 1 ）般若裕子，上木佐季子，太田雅晴「経済・経営系学部における情報処理教
育（ 1）」，富大経済論集， Vol.38, No.1 , pp.51-101, 1992. 
2 ）般若裕子，上木佐季子，太田雅晴「経済・経営系学部の情報処理教育の現
状と課題：学生アンケート分析による考察」，オフィス・オートメーション，
Vol.13, Nu 4, pp. 73-76, 1992. 












は「数学」 「理科」に，高等学校では「数学」 「理科（総合理科，物理 I B ，物
理E ，化学 I B，化学E ，生物 E ，地学 I B，地学 lI ）」 「芸術（美術 I ，工芸
I ）」のそれぞれの実際の指導に当たって，教師自らがコンピュータ等の活動を
計画的に図ることを明記している。また，中学校の「社会（公民的分野）」 「理
科（第一分野）」 「保健体育（保健分野） J 「技術・家庭（情報基礎）」の領域
等に，高等学校では「地理歴史（世界史A，日本史A，地理B) J 「公民（現代




明確にされている。 （「教育課程」日本教育年鑑1990年度版， pp.151 ー 156, pp. 
221-224, 1990. 3 及び文部省編「情報教育に関する手引き」， pp. 9 -14, pp. 
175-214，ぎょうせい， 1990. 7 より）
(2-2) 1 ）文部省「学校における情報処理教育の実態等に関する調査研究」．
2 ）川野智「情報教育の環境条件 5 年鑑の変貌を見る」， 『N EW教育とマイ
コンj 1993. 2 号， pp.20-25，学研， 1993.
( 2 -3) 朝日新聞 1993. 8.15 より．
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( 2 -4) 学研の月刊誌『NE W教育とマイコンJ 編集部が全国約150校の中学校の「情
報基礎」担当の先生にアンケートを送付し「情報基礎の現状・問題点について尋
ねた（有効回答数71，回収率47.3% ）。そのアンケート結果から，コンピュータ
設置台数 O 台は 0% となっている。 （『NE W教育とマイコン』 1993. 10号より）
(2-5) 1 ）文部省：情報教育に関する手引き，ぎょうせい， 1990. 7 
2 ）辰野裕一「新学習指導要領にみる情報化への対応J ' 『NE W教育とマイ
コン j 1989. 5 号， pp.16-17，学研， 1989.




( 2 -6) 平成 5 年 8 月 20 日，大阪電気通信大学寝屋川学舎において，情報教育研究会
(IE C ）の主催による第 3 回情報教育フォーラムが， 「情報教育のあり方」お
よび「情報活用」に関するパネルデイスカッション等の内容で行われた。
( 2 -7) 朝日新聞 1993.9.6 より
( 2 -8) 情報処理学会： 「大学等における一般情報処理教育に関する調査研究」 （平成
4 年度報告書） ' 1993. 3. 
( 2 -9) 経済・経営系学部における情報処理教育（1) 2. 2 (3）参照
( 2 -10) 高松正昭「新しい情報教育とラップトップ・パソコンJ ，立正大学経営論集，




学カリキュラム研究部会研究報告書， 1993. 4 より）。






( 3 -1) 富山大学学生部編の昭和62年度から平成 3 年度の就職状況調の学部別就職先ー
覧表（経済学部）より， 「コンピュータ・ O A，情報処理サービス業」， 「金融・
保険業」， 「建設，製造業」， 「教育・公務員」， 「卸売・小売業J ' 「サービ
ス業」， 「運輸・通信業J ' 「電気・ガス・水道」， 「その他j の業種に分け集
-23 (155) -
計した。但し， 「建設，製造業」， 「卸売・小売業」， 「サービス業」の三業種
については，コンピュータ・ O A，情報処理サービス業を除いたものとした。
( 3 -2) 上木佐季子，般若裕子，太田雅晴「卒業生に対するアンケート分析による経済・
経営系の情報処理教育の検討J ，オフィス・オートメーション， Vol.14, No. 2, 
pp.38-41, 1993. 
( 4 -1 ) M.L. Dertouzos et al. （依田直也訳） : Made in America, pp.222-235, 
草思社， 1992.
( 4 -2 ) Alfred Bork （塚本柴ー訳） : 21世紀に向けた学校教育とコンピュータ，
pp.249-253，丸善， 1991.
( 4 -3) L.Elton （香取草之助訳）：高等教育における教授活動評定と訓練， pp.
54-63，東海大学出版会， 1989.
( 4 -4) 清水康敬編著：情報通信時代の教育， pp.28-35，電子情報通信学会， 1992.
( 4 -5) R.M. ガニエ， L.J. ブリッグズ：カリキュラムと授業の構成， pp.121-246,
北大路書房， 1991.
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